
2 0 2 2 年 4 月 1 日 策 定 

祐 徳 自 動 車 株 式 会 社 

 

運輸の安全に関する取組について 

2022年度（2022年 4月 1日～2023 年 3 月 31 日） 

 

 祐徳自動車株式会社は、輸送の安全を確保するため、2022 年度も引き続き次

のような取組を推進してまいります。 

 

第１ 事業理念 

 

 

 

第２ 安全方針 

 

    1、関係法令の遵守 

 

    2、安全最優先の原則 

 

     

 

 

 

祐徳自動車株式会社では、安全方針に基づき、法令及び規定を遵守し、「輸送

の安全確保」に向けた各種対策に積極的に取り組み、更なる安全向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 われわれの最大の使命は、安全の確保です。 

2 関係法令、社内規定等を守ります。 

3 安全第一を常に考え、改善に努めます。 

私たちは、安全・安心はすべての業務に優先します。 

 



第３ 運輸安全マネジメント制度おける重点施策 

１ 2022 年度交通事故抑止目標件数 

 

 

 

 

※ 2021 年度交通事故抑止目標件数及びその達成状況 

 

事故種別 
乗合バス 

(高速を含む) 
貸切バス 小  計 

死亡・重大事故 0 ０ 0 

飲 酒 運 転 0 0 0 

人 身 事 故 0 0 0 

物 損 事 故 10 10 20 

計 10 10 20 

事故種別 

乗合バス 貸切バス 小計 

抑止目標 発生件数 抑止目標 発生件数 抑止目標 発生件数 

死亡・重大事故 0 0 0 0 0 0 

飲 酒 運 転 0 0 0 0 0 0 

人 身 事 故 0 2 0 0 0 2 

物 損 事 故 5 9 15 13 20 22 

計 5 11 15 13 20 24 



《2021 年度における交通事故概要》 

 

１ 死亡事故等の重大事故の発生はなかった。 

２ 人身事故は 2 件と前年比で大幅に減少した(－4 件)。２件はいずれも車内事

故である。 

３ 全事故件数 29 件中の有責事故は、24 件と前年比で 3 件減少した(減少率

11.1％)。 

４ 抑止目標(人身 0、物件 20 件)比では、人身事故は＋2 件、物件事故が＋2 件

と、共に目標達成には至らなかった。 

５ 用途別にみると、乗合 11 件(－3 件)、貸切 13 件(±0 件)となっている。 

６ 類型別にみると、単独事故が 19 件と前年比＋2 件となっている。 

７ 形態別にみると、一番多いのが後退時衝突 9 件で、前年比で 4 件も増加し

た。次いで、左折時衝突 6 件(＋5 件)と前進時衝突 4 件(＋4 件)で、ともに

前年比で大幅に増加した。 

８ 事故の特殊性をみると、オーバーハングに起因する事故が 6 件と前年比で

2 件増加している。 

９ 運転者の特性をみると、事故頻繁運転者(当該事故を含め３年間に３回以上

事故を起こした者)事故が 5 件(約 23.8％)で最も多く、次いで高齢運転者事

故が 3 件(約 14.3％)、初任運転者事故が 2 件(約 9.5％)となっている。 

10 原因別にみると、全事故が人的要因に起因するもので、そのうち安全不確

認が 19 件(82.6%)と前年比でプラス 8 件と大幅に増加している。 

 

《2021 年度における重点取組の総括》 

１ 車内事故防止の徹底 

  車内アナウンスによる乗客に対する安全呼びかけを強化するなどした結

果、急発進時発清等による転倒事故の発生はなかった。しかし、ドア開

閉時の挟み込み事故が２件発生している。 

 

２ 新型コロナ等感染防止対策の徹底 

全車両に対し「抗菌コート仕様」を実施した。また、本年度は 1名の感染

者を出したものの、感染の早期発見、早期隔離を行い職場内感染は抑え込

んだ。 

 

３ 事故頻発運転者等に対する指導教育の強化 

「頻発事故運転者」、「初任運転者」、「高齢運転者」による事故件数は１０件

と、前年と比較すると２０件減少した。 

 

 



４ 右左折時の一旦停止及び最徐行の徹底 

 右左折時における対人、対車両事故は発生していない。左折時の自損事

故が６件と前年度に比較すると５件増加した。 

 

５ 自然災害対策の強化 

  ハザートマップによる危険路線の確認作業を実施したほか、第１回目の対

応訓練を実施したものの、対応マニュアルの作成等には至っていない。 

 

 

２ 2022 年度目標達成に向けた重点取組 

 

 

 

 

 

 

 

交通事故抑止目標達成に向け、2022 年度は、次のことに重点的に取り組ん

でまいります。 

 

⑴  人身事故(特に車内事故)の根絶 

発進時等の車内事故を防止するため、お客様に対し車内放送等により

「バスが完全に停車してから離席する」などの「ゆとり乗降」の啓発

に努めるとともに、確実に着席や降車されたことを確認した後に発車

するなどの「ゆとり運転」を徹底する。また、乗降時のドアの挟み込

み事故をなくすために、開閉のタイミングを遅くするなどの対策を講

じる。客席にシートベルトの装置がある車両の運行に当たっては、出

発時に車内放送や映像によるお客様へのシートベルト着用のお願い案

内を徹底する。 

 

＜ 重点取組 ＞ 

1 人身事故(特に車内事故)の根絶 

2 安全確認の徹底 

3 各種指導教育の強化 

4 感染症及び自然災害の強化 

5 車内事件対策の強化 



⑵  安全確認の徹底 

事故の原因が安全不確認によるものが多いため、安全運行のための

スローガンを設け点呼時に唱和させ、余裕があれば停車しての下車確

認等の措置を講じる。また、交差点における高齢者被害の事故や自転

車巻き込み事故等を防止するために、「交差点右左折時には横断歩道の

手前で一旦停止又は最徐行」を徹底し、交差点における確実な安全確

認の習慣化を図る。 

 

⑶  各種指導教育の強化 

交通事故分析結果に基づいた研修会を実施するほか、高齢運転者、

初任運転者及び複数回事故を起こした運転者(事故頻発運転者)に特化し

た研修会を実施する。 

また、ドライブレコーダーを活用して、ヒヤリハット情報を集める

ほか片手運転や、「ながら運転」など事故に直結するドライバーの悪癖

等を把握し、これを矯正するための研修等を実施する。 

東京海上日動火災保険の「指導・監督指針」対応パッケージを活用

しての e ラーニングで、乗務員が２４時間受講可能な教育環境を整え

ている。 

 

⑷  感染症及び自然災害の強化 

新型コロナウイルスやインフルエンザ等の感染症対策として、換 

気及び乗務員等の予防接種やマスク着用や消毒・手洗いの徹底を図 

るとともに、定期的に車両の除菌・消毒を行うほか、車内に抗菌 

コート処理を施すなど、感染防止対策の徹底を図る。 

また自然災害については、国土交通省が定めた「運輸防災マネジメ

ント指針」に基づき、自然災害の発生に備える。自治体が作成したハ

ザードマップを参考にして、路線・停留所・営業所の危険箇所の調査

を行うとともに、発生時の対応マニュアルを作成して、これに基づき

乗客の避難誘導訓練等を実施する。 

 

 (5) 車内事件対策の強化 

昨今、京王線、小田急線及び九州新幹線等など相次ぐ列車内での事

件を受け、昨年１２月に乗合バス内における不審者等に対する対処訓

練を、佐賀県警察本部及び鹿島警察署と合同訓練を実施した。弊社で

は、佐賀・博多～大阪の夜行高速バスの運行を開始したことから、こ

れまで以上に危機管理体制の強化を図るため、継続的に訓練を実施す

る。 

 



第４ 安全のために講じている具体的な取組 

１ 安全対策会議の開催等 

 

⑴  毎月、社長を座長とした運輸安全マネジメント委員会を開催し、取組状

況、効果等の検証を実施、必要な改善等を行なっている。(写真 1) 

 

(写真１)運輸安全マネジメント委員会 

 

   また、重大事故発生時等には、緊急の委員会を開催する。 

  バス事業部においては、毎月、安全統括管理者、運行営業所統括所長、各

営業所長、運行管理者及び管理職が出席し、事故発生時のドライブレコ

ーダーの映像等を活用して、事故原因の究明、再発防止策について討議

している。 

 

⑵ 春・夏・秋・冬の交通安全県民運動に積極的に参画し、期間中は全員が

交通安全のリボンを着用するとともに、交通安全街頭活動に従事するなど

社を挙げて交通安全の啓発活動に取り組む。さらに、毎月１日・２０日を

「事故ゼロの日」に定め、役員・管理職による運行営業所・支所車庫に対

する督励を実施している。 

 

⑶ 乗務員やデジタコ・ドライブレコーダーから、運行現場におけるヒヤリ

ハットの情報を収集し研修等の機会を利用して事故防止運動に活用して

いる。 

 

⑷ 指導運転士会議や乗務員班長会議を６月と１２月に行い、事故の抑止に

向けた話し合いを実施し必要な対策を策定する。８月上期社員総会におい

て班別無事故表彰や１２月の下期社員総会においては班別無事故表彰と

無事故個人表彰を行なっている。 



 ⑸ 全乗務員の健康診断を行い、診断結果をもとに個人指導を継続的に実

施するとともに異常が認められた社員については再検査や医療機関で

の治療を推奨する。また、コロナワクチンやインフルエンザの予防接種

についても、全乗務員に接種させる。また、SAS 検診や脳ドック検診を

段階的に導入するとともに各営業所には、血圧測定器を設置し血圧のチ

ェックを随時行わせ、加えて携帯型心電計によって動悸等の症状をチェ

ックする。また、産業医制度等を有効に活用するなど乗務員の健康管理

を徹底する。 

 

２ 新型コロナ等感染防止の取組 

■乗務員 

     

(写真 2)非接触型体温計                  (写真 3)手洗い方法のポスター            (写真 4)アルコール消毒液 

 

〇営業所出庫時の対面点呼において、乗務員の体調不調が発覚した場合は、

乗務を停止させる。※非接触型体温計も常設(写真 2) 

〇営業所出庫時の対面点呼において、乗務員のマスクの着用や手洗い・うが

いの励行等の感染予防策を周知徹底する。(写真 3) 

〇乗務員も消毒液による消毒を適宜実施する。(写真 4) 

■車両 

   

(写真 5)エレベーター付き貸切バス               (写真 6)バス換気システム 

         

(写真 7)開閉可能な窓                     (写真 8)車内設置のアルコール消毒液       (写真 9)プラズマクラスター 



   

(写真 10)抗菌処理済みバス             (写真 11)エコキメラとは 

  

(写真 12)抗菌・消臭コーティング場所        (写真 13)専門業者による作業 

 

     

(写真 14)開閉可能な窓                   (写真 15)車内設置のアルコール消毒液     (写真 16)間隔確保の為の座席利用不可 

 

〇空調設備による換気以外に、プラズマクラスターイオン発生機を搭載した 

 車両で運行しております。※令和 3 年 3 月現在 56 台搭載(写真 6、9) 

〇すべての車両について、窓の開閉が可能です。(写真 7、14) 

〇車内には消毒液を設置しており、お客様もご利用頂けます。(写真 8) 

〇すべての車両について、抗菌コーティング処理を実施しています。(写真

10～13) 

〇車内の手すり等、お客様の手の触れる場所につきましては、消毒液による 

 ふき取り消毒を実施します。 

 

 

 

 

３ 運行管理者に対する教育・訓練の実施 

⑴  独立行政法人自動車事故防止対策機構が実施する初認診断・適性診断

や特別診断を受講させる。 

⑵  国土交通省や独立行政法人自動車事故防止対策機構又は民間の損保会

社等の主催する様々な安全セミナーを受講させる。 



⑶  業務提携会社である WILLER㈱と合同で、よりレベルの高い運行管理

者研修を実施する。(写真 17～18)  

 

    
(写真 17)WILLER 講師による研修                      (写真 18)WILLER 講師による研修 

 

４ 教育指導員に対する教育・訓練の実施 

⑴  乗務員統括指導班長・運転士指導班長・乗務員班長の会議を主催し安全

に向けた会社の方針等周知徹底を行い、乗務員からの意見を取り入れ対策

を講ずる。(写真 19～20) 

      

(写真 19)乗務員班長による会議                          (写真 20)ドラレコ研修 

 

⑵  年に２回全乗務員を対象とした乗務員研修を行い、安全運転と接客接遇

の向上に向けた取組を、外部講師を招いて研修を行う。(写真 21) 

   
(写真 21)外部講師による安全運転研修 

 

 



５ 運転者に対する教育・訓練の実施 

現在初任運転者に対する研修を行うとともに、事故頻発運転者に対しては、

再教育を行い事故の原因究明と再発防止に努めている。(写真 22～25) 

また本年度から管理地内に「模擬コース」を設けて、車両を使用した実技

指導も行えるようにしたり、東京海上日動火災保険の「指導・監督指針」対

応パッケージを活用しての e ラーニングで、乗務員が２４時間受講可能な教

育環境を整えている。 

   

(写真 22)新人乗務員研修                               (写真 23)新人乗務員研修 

      

(写真 24)事故頻繁乗務員研修                            (写真 25)模擬コースによる研修 

６ 飲酒運転の根絶対策 

⑴ 始業・中間・終業点呼時に免許証の提示確認とともにアルコール検知器

による検査を実施し、検査結果データを保存する。 

⑵ 出先での始業・中間・終業点呼時にもモバイルアルコール検知器を用い

て点呼を行い、データを保存する。また、臨時に役員・管理職・運行管理者

が宿泊先に出向き乗務員に対しアルコール検知器において検査を行う 

   

７ 車両点検・整備及び運行業務点検の実施等 

⑸ 始業前車両点検・終業後車両点検については、点検項目に従い乗務員が

点検し点検結果を整備管理者・運行管理者へ報告し、異常があれば早急に

対応する。 

⑹ バスのトランクルームの扉が完全に閉まった状態で確実に施錠されてい

るかの確認を行う。 



⑺  車両整備委託会社等において確実に法定点検項目に従い点検を実施

し、安全と安心の向上に努める。 

第５ 内部監査 

 内部監査規定に基づき、運輸安全マネジメントの実施状況等をチェックする

ため、少なくとも年１回以上、適切な時期を定めて、社長・安全統括管理者・

運行営業所統括所長や営業所長に対する内部監査を実施している。令和３年度

における内部監査結果概要については次のとおりです。 

 

１ 監査全般の講評・所見     

  安全マネジメント体制は、合法的かつ機能的であると認められた。 

 

２ 重点監査項目の所見 

➀ 運輸安全マネジメント制度に対する理解度 

  トップである社長、安全統括管理者、安全統括管理代務者、統括営業所長

はいずれも、同制度の制定された経緯や制定趣旨をよく理解している。 

 

② 同制度における自己の責務に対する理解度と履行状況 

  今回内部監査の対象である、社長、安全統括管理者、安全統括管理代務者、

統括営業所長はいずれも、自己の責務について理解しており、積極的な履行

に努めている。 

 

 ③ 現在の安全マネジメント体制の問題点 

   社長が陣頭指揮を執っており、問題は認められない。 

 

 ④ PDCAサイクルの機能状況 

   毎月開催される定例会議において必要な検討がなされており適正に機能

していると認められる。 

 

⑤ 必要な指示・報告がなされているか 

毎月開催される定例会議において必要な指示や報告がなされていると 

認められる。 

 

⑥ 現場の声は把握しているか 

  各種研修において必ずアンケートを実施するなど現場の声を吸い上げ 

おり、定例会に現場代表として統括営業所長が出席することで現場の声 

を会議に反映している。 

 

 

 



⑦ 本年度の取組と成果 

〇 車内事故防止の徹底 

  車内事故は２件発生しているが、前年度に比較すると４件減少してい

る。車内アナウンスによる乗客に対する安全呼びかけを強化するなどし

た結果、急発進等による転倒事故の発生はなかったことから成果は認め

られる。 

 

〇 新型コロナウイルス等感染防止対策の徹底 

全車両に対し「抗菌コート仕様」を実施している。また、本年度は第６

波の最中乗務員 1名の感染者を出したものの、抗体検査キッドの有効活用

により、感染の早期発見、早期隔離を行い、職場内感染を抑え込んでいる

ことから一定の成果が認められる。 

 

〇 事故頻発運転者等に対する指導教育の強化 

「頻発事故運転者」、「初任運転者」、「高齢運転者」による事故件数は 

１０件で、前年度に比較すると２０件も減少しており大いに成果が認め 

られる。 

 

〇 右左折時の一旦停止及び最徐行の徹底 

   右左折時における対人、対車両事故は発生していないことから、一定

の成果が認められる。しかし、左折時の自損事故が増加している。 

 

〇 自然災害対策の強化 

  ハザートマップによる危険路線の確認作業は実施している。また年度内

に第１回目の対応訓練を計画している。しかし、対応マニュアルの作成

等には至っていない。 

 

３ 指摘事項 

〇 コロナ感染防止対策について、本年度は、職場内感染は抑え込むことがで

きているが、引き続きコロナ感染防止対策の徹底を図る必要が認められる。 

 

〇 運輸防災マネジメントについては、第１回目の訓練結果等を踏まえ、対応

マニュアルの作成、必要な資器材の準備、継続した訓練等の対策が望まれる。 

 

〇 来年度以降高速乗合事業を本格的にスタートするにあたっては、高速乗合

バス特有の安全対策も必要であり、更なる教育の強化が望まれる。併せて、

高速乗合にかかわらず、バス車内事件の発生も懸念されることから、これに

対する対応訓練等の取組も望まれる。 

 

 



 〇 交通事故抑止については、本年度増加傾向にある後退時、左折時の事故を

防止するための取組強化が望まれる。 

 

 〇 運輸安全に関する公表に関して、現在ホームページに掲載して公表され

ているが、アクセスの方法等をより簡潔、分かり易くする工夫が望まれる。 

 

４ 前回監査の改善事項 

〇 前回指摘された「頻発事故運転者」、「初任運転者」、「高齢運転者」の指導

教養の強化については、本年度の重点施策の一つに掲げられている。その結

果、「頻発事故運転者」、「初任運転者」、「高齢運転者」による事故は大幅に

減少している。 

 

〇 同じく「車内事故」についても、最重点施策に掲げられており、事故件

数もが大幅に減少している。 

 

〇 安全管理者等のレベルアップについては、運行管理者研修を実施するとと

もに、国土交通省等が主催する安全マネジメント関連の研修に安全マネジメ

ント委員を積極的に参加させるなど、全体の安全管理に関するレベルアップ

を図っている。 

 

 内部監査結果に基づき、安全管理体制における PDCA サイクルの継続的改

善に努めている。(写真 26) 

 

   

(写真 26)社長に対する内部監査 

 

 

 



第 6 輸送の安全に関する設備投資 

1 最新型バス車両への代替(写真 27～30)・更新を行っている。

  
(写真 27)エレベーター付き貸切バス                             (写真 28)貸切バス・ドライバー異常時対応システム〔EDSS〕 

   
(写真 29,30)乗合バス・ドライバー異常時対応システム〔EDSS〕搭載 

 

2 安心・安全に係る投資については、当初予算へ組み込みデジタコ・ドライブ

レコーダーについては、全車装着を基本とし代替え車両についても装着する 

 

3 車両前方の衝突被害軽減警報装置並びにバック時のバック突を防ぐために

衝突被害軽減警報装置を整備、ＡＳＶ搭載車両への代替促進 

 

4 営業所設置の血圧計に記録装置を備え乗務員の血圧を管理する。また、睡眠

時無呼吸症候群（ＳＡＳ）検査及び脳ドック検診の段階的導入を図る。 

(写真 31～32) 

 

   
(写真 31)血液計                                   (写真 32)睡眠時無呼吸症候群検査 

 



5 安全マネジメントセミナー、各種講習、適性診断等を経営トップ以下運輸事

業に携わる者の受講 

 

6 営業所設置のアルコール検知器とモバイルアルコール検知器の更新 

 

 

第７ 重大事故等発生時の対応 

1 人命救助・安全確保を最優先とする。(写真 33～34) 

   

(写真 33)乗合車両における不審者等対応訓練                (写真 34)乗合車両における不審者等対応訓練 

 

２ 直ちに関係機関へ通報連絡したのち、上司に報告する。 

 

３ 対応マニュアルに基づき、常に冷静沈着に行動する。 

 

４ 二次事故防止のため安全を確認した上で車両を安全な場所へ移動させる。 

 

５ 記憶が鮮明な内に、事故の現状（発生日時・発生場所・相手の人定、車両

登録番号、事故目撃者、救助協力者等）を確認し、記録をする。 

なお、ドライブレコーダーの画像等については、「祐徳自動車ドライブレ

コ―ダー取扱規程」に則って慎重かつ有効に取り扱う。 

 

６ 重大事故発生時における被害者支援対策、報道対応、再発防止対策等につい

ては、対応マニュアルに基づき、組織的に対応する。 

 

７ バス車内における不審者等に対する対処訓練を実施する。 

 

８ 災害等に対する対策を講じる。 

  ①防災マネジメントセミナー受講 

  ②沿線自治体が発行するハザードマップ収集 

  ③防災マネジメントマニュアル作成及び訓練の実施 



  第８ 安全管理規定および輸送の安全に関する組織、連絡体制 

１ 安全管理規定は、別紙①を参照下さい。 

 

２ 輸送の安全に関する組織・連絡体制は、別紙②を参照下さい。 

 

第９ ＣＳ推進部の取組 

ＣＳ(お客様満足)向上のため、弊社バス事業部にＣＳ推進部を設

置しております。ＣＳ推進部では、お客様から寄せられた御意見、御要

望等に対して迅速、的確に対応することにより、お客様満足度の向上

に努めてまいります。 

なお、皆様からの御意見等は、現在弊社ホームページでも承って

おります。 

皆様からいだだいた御意見等は、弊社にとりまして、まさに貴重

な「財産」であります。職員の指導・教育をはじめ、お客様に対す

るサービス向上のため大切に活用させていただきます。  

 

第 10 安全統括管理者 

取 締 役  バス事業部長 山本 孝義 

 

第 11 行政処分の公表 

・2021 年度 行政処分なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 12 「貸切バス事業者安全性評価認定制度」における認定 

弊社は、公益社団法人日本バス協会が実施している「貸切バス事業者安全性

評価認定制度」において、最高ランクの「★★★三つ星」の認定を受けており 

(2020 年１２月２５日付け更新完了)、現在貸切バスに「ＳＡＦＥＴＹ ＢＵ

Ｓ」のシンボルマークを貼付して運行しております。 

「安全・安心」の認定を受けた「祐徳バス」をどうぞ安心して御利用いただ

きますようお願い申し上げます。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


